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議案第５２号関係資料 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の新旧対照表 

旧 新 

【第１条関係】（御殿場市表彰条例の一部改正） 

 

【第１条関係】（御殿場市表彰条例の一部改正） 

 

（資格の喪失） （資格の喪失） 

第８条 功労者が禁錮
き ん こ

以上の刑に処せられたときは、その資格を失う。 第８条 功労者が拘禁刑以上の刑に処せられたときは、その資格を失う。 

２ 【略】 ２ 

 

【第２条関係】（御殿場市議会個人情報保護条例の一部改正） 

 

 

【第２条関係】（御殿場市議会個人情報保護条例の一部改正） 

第５２条 職員若しくは職員であった者、第９条第２項若しくは第１５条第５項の委託を

受けた業務に従事している者若しくは従事していた者又は議会において個人情報、仮名

加工情報若しくは匿名加工情報の取扱いに従事している派遣労働者若しくは従事してい

た派遣労働者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第２条

第５項第１号に規定する個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工した

ものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

第５２条 職員若しくは職員であった者、第９条第２項若しくは第１５条第５項の委託を

受けた業務に従事している者若しくは従事していた者又は議会において個人情報、仮名

加工情報若しくは匿名加工情報の取扱いに従事している派遣労働者若しくは従事してい

た派遣労働者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第２条

第５項第１号に規定する個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工した

ものを含む。）を提供したときは、２年以下の拘禁刑 

第５３条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは

第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は

５０万円以下の罰金に処する。 

第５３条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは

第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の拘禁刑又は

５０万円以下の罰金に処する。 

第５４条 職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目的で個人の

秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、１年以下

の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

第５４条 職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目的で個人の

秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、１年以下

の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処する。 

 

【第３条関係】（御殿場市特別職の職員で常勤のものの給料等に関する条例の一部改正） 

 

（退職手当の支給制限） 

 

【第３条関係】（御殿場市特別職の職員で常勤のものの給料等に関する条例の一部改正） 

 

（退職手当の支給制限） 

第５条 市長等が在職中に禁錮以上の刑に処せられたことにより、又は懲戒免職により退

職したときは、前条の規定にかかわらず、退職手当は支給しない。 

第５条 市長等が在職中に拘禁刑以上の刑に処せられたことにより、又は懲戒免職により

退職したときは、前条の規定にかかわらず、退職手当は支給しない。 

２ 市長等が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定められ

ているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式手

２ 市長等が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定めら

れているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式
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続によるものを除く。第３項において同じ。）をされた場合において、その者がその判

決の確定前に退職したときは、前条の規定にかかわらず、退職手当は支給しない。ただ

し、禁錮以上の刑に処せられなかったときは、この限りでない。 

手続によるものを除く。第３項において同じ。）をされた場合において、その者がその

判決の確定前に退職したときは、前条の規定にかかわらず、退職手当は支給しない。た

だし、拘禁刑以上の刑に処せられなかったときは、この限りでない。 

３       【略】 ３  

（退職手当の返納） （退職手当の返納） 

第６条 退職した市長等に対し退職手当の支給をした後において、その者が在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられたときは、その支給した退職手当を

返納させることができる。 

第６条 退職した市長等に対し退職手当の支給をした後において、その者が在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられたときは、その支給した退職手当

を返納させることができる。 

２       【略】 ２  

 

【第４条関係】（御殿場市職員の給与に関する条例の一部改正） 

 

（期末手当の支給制限） 

 

【第４条関係】（御殿場市職員の給与に関する条例の一部改正） 

 

（期末手当の支給制限） 

第１８条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定にかかわらず、

当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる者にあっては、その支給を一時差し

止めた期末手当）は、支給しない。 

第１８条の２ 【略】 

(1)及び(2) 【略】 (1)及び(2)  

(3) 基準日前１か月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に

退職した職員（前２号に掲げる者を除く。）で、その退職した日から当該基準日に対

応する支給日の前日までの間に禁錮以上の刑に処せられたもの 

(3) 基準日前１か月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に

退職した職員（前２号に掲げる者を除く。）で、その退職した日から当該基準日に対

応する支給日の前日までの間に拘禁刑以上の刑に処せられたもの 

(4) 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた者（当該処

分を取り消された者を除く。）でその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁

錮以上の刑に処せられたもの 

(4) 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた者（当該処

分を取り消された者を除く。）でその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し拘

禁刑以上の刑に処せられたもの 

（期末手当の支給の一時差止め） （期末手当の支給の一時差止め） 

第１８条の３ 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされていた職員で当該支

給日の前日までに退職したものが次の各号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当

の支給を一時差し止めることができる。 

第１８条の３ 【略】 

(1) 退職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定めら

れているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略

式手続によるものを除く。第３項において同じ。）をされ、その判決が確定していな

(1) 退職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定め

られているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する

略式手続によるものを除く。第３項において同じ。）をされ、その判決が確定してい



 

- 3 - 

 

い場合 ない場合 

(2)     【略】 (2)  

２       【略】 ２  

３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当するに至った場合に

は、速やかに当該一時差止処分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当す

る場合において、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件

に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止処分の目的に明ら

かに反すると認めるときは、この限りでない。 

３     【略】 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為に係る刑事事件に

関し拘禁刑以上の刑に処せられなかった場合 

(2)及び(3) 【略】 (2)及び(3) 

４から７まで 【略】 ４から７まで 

 

【第５条関係】（御殿場市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

 

（退職手当の支払の差止め） 

 

【第５条関係】（御殿場市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

 

（退職手当の支払の差止め） 

第１３条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職に係る退職手

当管理機関は、当該退職をした者に対し、当該退職に係る一般の退職手当等の額の支払

を差し止める処分を行うものとする。 

第１３条 【略】 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定められ

ているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式

手続によるものを除く。以下同じ。）をされた場合において、その判決の確定前に退

職したとき。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について拘禁刑以上の刑が定めら

れているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略

式手続によるものを除く。以下同じ。）をされた場合において、その判決の確定前に

退職したとき。 

(2)     【略】 (2)  

２から４まで 【略】 ２から４まで 

５ 第１項又は第２項の規定による支払差止処分を行った退職手当管理機関は、次の各号

のいずれかに該当するに至った場合には、速やかに当該支払差止処分を取り消さなけれ

ばならない。ただし、第３号に該当する場合において、当該支払差止処分を受けた者が

その者の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその他こ

れを取り消すことが支払差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りで

ない。 

５    【略】 
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(1)      【略】 (1)   【略】 

(2) 当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき、判決が確定した場合（禁錮以上の刑に処せられた場合及

び無罪の判決が確定した場合を除く。）又は公訴を提起しない処分があった場合であ

って、次条第１項の規定による処分を受けることなく、当該判決が確定した日又は当

該公訴を提起しない処分があった日から６月を経過した場合 

(2) 当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処分の理由となった起訴又は

行為に係る刑事事件につき、判決が確定した場合（拘禁刑以上の刑に処せられた場合

及び無罪の判決が確定した場合を除く。）又は公訴を提起しない処分があった場合で

あって、次条第１項の規定による処分を受けることなく、当該判決が確定した日又は

当該公訴を提起しない処分があった日から６月を経過した場合 

(3)      【略】 (3) 

６から１０まで 【略】 ６から１０まで 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限） （退職後拘禁刑以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限） 

第１４条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る一般の退職手当等の額が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職に係る退職手当管

理機関は、当該退職をした者（第１号又は第２号に該当する場合において、当該退職を

した者が死亡したときは、当該一般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者）

に対し、第１２条第１項に規定する事情及び同項各号に規定する退職をした場合の一般

の退職手当等の額との権衡を勘案して、当該一般の退職手当等の全部又は一部を支給し

ないこととする処分を行うことができる。 

第１４条 【略】 

(1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合にあっては、基礎在

職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退職後に禁錮以上の刑に処せら

れたとき。 

(1) 当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合にあっては、基礎在

職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退職後に拘禁刑以上の刑に処せ

られたとき。 

(2)及び(3)  【略】 (2)及び(3) 

２から６まで  【略】 ２から６まで 

（退職をした者の退職手当の返納） （退職をした者の退職手当の返納） 

第１５条 退職をした者に対し当該退職に係る一般の退職手当等の額が支払われた後にお

いて、次の各号のいずれかに該当するときは、当該退職に係る退職手当管理機関は、当

該退職をした者に対し、第１２条第１項に規定する事情のほか、当該退職をした者の生

計の状況を勘案して、当該一般の退職手当等の額（当該退職をした者が当該一般の退職

手当等の支給を受けていなければ第１０条第３項、第６項又は第８項の規定による退職

手当の支給を受けることができた者（次条及び第１７条において「失業手当受給可能者」

という。）であった場合には、これらの規定により算出される金額（次条及び第１７条

において「失業者退職手当額」という。）を除く。）の全部又は一部の返納を命ずる処

分を行うことができる。 

第１５条 【略】 
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(1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処

せられたとき。 

(1) 当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に

処せられたとき。 

(2)及び(3) 【略】 (2)及び(3) 

２から６まで 【略】 ２から６まで  

 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） 

 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） 

第１７条   【略】 第１７条 【略】 

２及び３   【略】 ２及び３ 【略】 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事

事件に関し起訴をされた場合において、当該刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられた

後において第１５条第１項の規定による処分を受けることなく死亡したときは、当該退

職に係る退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、

当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に関し禁錮以

上の刑に処せられたことを理由として、当該一般の退職手当等の額（当該退職をした者

が失業手当受給可能者であった場合には、失業者退職手当額を除く。）の全部又は一部

に相当する額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事

事件に関し起訴をされた場合において、当該刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられ

た後において第１５条第１項の規定による処分を受けることなく死亡したときは、当該

退職に係る退職手当管理機関は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、

当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に関し拘禁刑

以上の刑に処せられたことを理由として、当該一般の退職手当等の額（当該退職をした

者が失業手当受給可能者であった場合には、失業者退職手当額を除く。）の全部又は一

部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

５から８まで 【略】 ５から８まで 

 

【第６条関係】（御殿場市散骨場の経営の許可等に関する条例の一部改正） 

 

（罰則） 

 

【第６条関係】（御殿場市散骨場の経営の許可等に関する条例の一部改正） 

 

（罰則） 

第１８条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は５０万円以下の罰金

に処する。 

第１８条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰

金に処する。 

(1)及び(2) 【略】 (1)及び(2) 

２      【略】 ２ 

 

【第７条関係】（御殿場市法定外道路管理条例の一部改正） 

 

（罰則） 

 

【第７条関係】（御殿場市法定外道路管理条例の一部改正） 

 

（罰則） 

第１５条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は２０万円以下の罰金

に処する。 

第１５条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の拘禁刑又は２０万円以下の罰

金に処する。 
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(1)及び(2)   【略】 (1)及び(2) 

２        【略】 ２ 

 

【第８条関係】（御殿場市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部改正） 

 

 

【第８条関係】（御殿場市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例の一部改正） 

 

（罰則） （罰則） 

第２５条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金

に処する。 

第２５条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰

金に処する。 

(1)及び(2)   【略】 (1)及び(2) 

２        【略】 ２ 

 

【第９条関係】（御殿場市河川管理条例の一部改正） 

 

 

【第９条関係】（御殿場市河川管理条例の一部改正） 

 

（罰則） （罰則） 

第１８条 次の各号の一に該当する者は、１年以下の懲役、５０万円以下の罰金、拘留又

は科料に処する。 

第１８条 次の各号の一に該当する者は、１年以下の拘禁刑、５０万円以下の罰金、拘留

又は科料に処する。 

(1)から(3)まで 【略】 (1)から(3)まで 

第１９条 第３条の規定に違反した者又は第４条第１項第７号に違反して、汚水、廃液又

は坑水を排出した者は、３月以下の懲役、２０万円以下の罰金、拘留又は科料に処する。 

第１９条 第３条の規定に違反した者又は第４条第１項第７号に違反して、汚水、廃液又

は坑水を排出した者は、３月以下の拘禁刑 

 

【第１０条関係】（御殿場市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改

正） 

 

 

【第１０条関係】（御殿場市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改

正） 

 

（欠格条項） （欠格条項） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができない。 第４条 【略】 

(1) 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでの者又はその執行を受けることが

なくなるまでの者 

(1) 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでの者又はその執行を受けること

がなくなるまでの者 

(2)及び(3)   【略】 (2)及び(3) 

 

【第１１条関係】（御殿場市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部

改正） 

 

【第１１条関係】（御殿場市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部

改正） 



 

- 7 - 

 

  

（退職報償金支給の制限） （退職報償金支給の制限） 

第６条 退職報償金は、次の各号の一に該当する者に対しては支給しない。 第６条 【略】 

(1) 禁錮以上の刑に処せられた者 (1) 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

(2)から(5)まで 【略】 (2)から(5)まで 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

 （罰則の適用に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

 （御殿場市特別職の職員で常勤のものの給料等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）及び刑法等の一部を改正する

法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの

条例（以下これらを「刑法等一部改正法等」という。）の施行前に犯した禁錮以上の刑

が定められている罪につき起訴をされた者は、第３条の規定による改正後の御殿場市特

別職の職員で常勤のものの給料等に関する条例第５条第２項及び第３項の規定の適用に

ついては、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

 （御殿場市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑が定められている罪につき起訴を

された者は、第４条の規定による改正後の御殿場市職員の給与に関する条例第１８条の

３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の規

定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴された者とみなす。 

 （御殿場市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑が定められている罪につき起訴を

された者は、第５条の規定による改正後の御殿場市職員の退職手当に関する条例第１３

条第１項、同条第５項、第１４条第１項（第１号に係る部分に限る。）、第１７条第３

項及び同条第４項の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴され

た者とみなす。 
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議案第５３号関係資料 

御殿場市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の新旧対照表 

旧 新 

【第１条関係】（御殿場市税賦課徴収条例の一部改正） 【第１条関係】（御殿場市税賦課徴収条例の一部改正） 

  

（市民税の申告） （市民税の申告） 

第３６条の２   【略】 第３６条の２   【略】 

２から８まで   【略】 ２から８まで  

９ 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、新たに第２３条第

１項第３号又は第４号に掲げる者に該当することとなった者に、当該該当することとな

った日から１０日以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所又は事業

所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は寮等の所在、法人番号（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

第２条第１５項に規定する法人番号をいう。以下市民税について同じ。）、当該該当す

ることとなった日その他必要な事項を申告させることができる。 

 

９ 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、新たに第２３条第

１項第３号又は第４号に掲げる者に該当することとなった者に、当該該当することとな

った日から１０日以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所又は事業

所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は寮等の所在、法人番号（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

第２条第１６項に規定する法人番号をいう。以下市民税について同じ。）、当該該当す

ることとなった日その他必要な事項を申告させることができる。 

 

（施行規則第１５条の３第３項並びに第１５条の３の２第４項及び第５項の規定による

補正の方法の申出） 

（施行規則第１５条の３第３項並びに第１５条の３の２第４項及び第５項の規定による

補正の方法の申出） 

第６３条の２ 施行規則第１５条の３第３項並びに第１５条の３の２第４項及び第５項の

規定による補正の方法の申出は、当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年１月３１日

までに次の各号に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わなければならな

い。 

第６３条の２ 【略】 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいい、当該書

類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定資産税について同じ。）

又は法人番号（同条第１５項に規定する法人番号をいう。以下固定資産税について同

じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいい、当該書

類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定資産税について同じ。）

又は法人番号（同条第１６項に規定する法人番号をいう。以下固定資産税について同

じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

(2)から(4)まで 【略】 (2)から(4)まで 【略】 

２        【略】 ２  

 

（種別割の減免） 

 

（種別割の減免） 



 

- 9 - 

 

第８９条     【略】 第８９条  

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限までに、当該軽自動

車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げる事項を記載した申請書に

減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、これを市長に提出しなければならない。 

２     【略】 

(1)       【略】 (1)  

(2) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及

び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号及び次条において同じ。）又

は法人番号（同条第１５項に規定する法人番号をいう。以下この号において同じ。）

（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事務所若しくは事業所の

所在地及び氏名又は名称） 

(2) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及

び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号及び次条において同じ。）又

は法人番号（同条第１６項に規定する法人番号をいう。以下この号において同じ。）

（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事務所若しくは事業所の

所在地及び氏名又は名称） 

(3)から(8)まで 【略】 (3)から(8)まで  

 

（特別土地保有税の減免） 

 

（特別土地保有税の減免） 

第１３３条    【略】 第１３３条  

２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限までに、次

に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明する書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

２     【略】 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律第２条第１５項に規定する法人番号をいう。

以下この号において同じ。）（法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称） 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律第２条第１６項に規定する法人番号をいう。

以下この号において同じ。）（法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は

名称） 

(2)及び(3)   【略】 (2)及び(3)  

３        【略】 ３  

 

（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） （入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） 

第１４０条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日までに、次に掲げる

事項を市長に申告しなければならない。申告した事項に異動があった場合においては直

ちにその旨を申告しなければならない。 

第１４０条 【略】 

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定す

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定す
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る個人番号をいう。以下この号において同じ。）又は法人番号（同条第１５項に規定

する法人番号をいう。以下この号において同じ。）（個人番号又は法人番号を有しな

い者にあっては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 

る個人番号をいう。以下この号において同じ。）又は法人番号（同条第１６項に規定

する法人番号をいう。以下この号において同じ。）（個人番号又は法人番号を有しな

い者にあっては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 

(2)及び(3)   【略】 (2)及び(3) 【略】 

  

【第２条関係】（御殿場市都市計画税条例の一部改正） 【第２条関係】（御殿場市都市計画税条例の一部改正） 

  

附 則 附 則 

１から４まで   【略】 １から４まで 【略】 

５ 法附則第１５条の１１第１項の改修実演芸術公演施設について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律施行規則（平成１８年国土交通省令第１１０号）第１０条第２項に規定する通

知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成２４年法律第４９

号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供する施設である旨を証する書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

５ 【略】 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に

規定する個人番号いい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以

下この号において同じ。）又は法人番号（同条第１５項に規定する法人番号をいう。

以下この号において同じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所

及び氏名又は名称） 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に

規定する個人番号いい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以

下この号において同じ。）又は法人番号（同条第１６項に規定する法人番号をいう。

以下この号において同じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所

及び氏名又は名称） 

(2)から(6)まで 【略】 (2)から(6)まで 

６から１５まで  【略】 ６から１５まで 

  

 附 則 

 この条例は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに

行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法

律（令和６年法律第４６号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日から施行する。 
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議案第５４号関係資料 

御殿場市立保育所条例の一部を改正する条例の新旧対照表 

旧 新 

  

（名称、位置及び定員） （名称、位置及び定員） 

第２条 市立保育所の名称、位置及び定員は、次のとおりとする。 第２条 【略】 

名称 位置 定員 

【略】 【略】 【略】 

【略】 【略】 【略】 

【略】 【略】 【略】 

【略】 【略】 【略】 

【略】 【略】 【略】 

【略】 【略】 【略】 

御殿場市立高根第１保育園 御殿場市塚原８８０番地の３ ９０人 

御殿場市立高根第２保育園 御殿場市上小林４３１番地の１ ８０人 
 

名称 位置 定員 

御殿場市立東保育園 御殿場市東田中４９６番地の１ １５０人 

御殿場市立西保育園 御殿場市萩原７２８番地の１ １４８人 

御殿場市立原里第１保育園 御殿場市川島田７１番地の３ ９０人 

御殿場市立原里第２保育園 御殿場市神場６４６番地の４７ １２０人 

御殿場市立玉穂第１保育園 御殿場市茱萸沢１３２２番地の１ １００人 

御殿場市立玉穂第２保育園 御殿場市中畑１６７６番地の１ ９０人 

御殿場市立高根第１保育園 御殿場市塚原８８０番地の３ ９０人 
 

 

附 則 

 

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

￥２ 御殿場市保育事業条例（平成１０年御殿場市条例第１７号）は、廃止する。  
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議案第５５号関係資料 

御殿場市下水道条例の一部を改正する条例の新旧対照表 

旧 新 

  

（排水設備等の設計及び工事の施行） （排水設備等の設計及び工事の施行） 

第７条      【略】 第７条  

２ 前項の指定工事店には、工事の設計、監督及び施工について直接責任を負う排水設備

工事責任技術者を置かなければならない。 

２ 前項の指定工事店には、工事の設計、監督及び施行について直接責任を負う排水設備

工事責任技術者を置かなければならない。 

 

（除害施設の設置等） 

 

（除害施設の設置等） 

第１１条     【略】 第１１条  

２ 法第１２条の１１第１項の規定により、次に定める基準に適合しない汚水（水洗便所

から排除される汚水及び法第１２条の２第１項又は第５項の規定により公共下水道に排

除してはならないこととされるものを除く。）を継続して排除して公共下水道を使用す

る者は、除害施設を設け、又は必要な措置をしなければならない。 

２ 【略】 

(1)から(7)まで 【略】 (1)から(7)まで 

(8) 前各号に掲げる物質又は項目以外のもので静岡県生活環境の保全等に関する条例

（平成１０年静岡県条例第４４号）により当該公共下水道からの放流水に関する排水

基準が定められたもの（第５号に掲げる項目に類似する項目及び大腸菌群数を除く。）

当該排水基準に係る数値 

(8) 前各号に掲げる物質又は項目以外のもので静岡県生活環境の保全等に関する条例

（平成１０年静岡県条例第４４号）により当該公共下水道からの放流水に関する排水

基準が定められたもの（第５号に掲げる項目に類似する項目及び大腸菌数を除く。）

 当該排水基準に係る数値 

３及び４     【略】 ３及び４  

     

附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第６１号関係資料 

静岡地方税滞納整理機構規約の一部を変更する規約の新旧対照表 

旧 新 

  

（広域連合の処理する事務） （広域連合の処理する事務） 

第４条 広域連合は、次に掲げる事務を処理する。 第４条 【略】 

(1) 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づき、県又は市町が賦課徴収す

ることとされている地方税に係る滞納事案のうち、構成団体から広域連合が引き受け

た事案に係る滞納処分及びこれに関連する事務 

(1) 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）、森林環境税及び森林環境譲与税に関する

法律（平成３１年法律第３号）及び特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する

法律（平成３１年法律第４号）の規定に基づき、県又は市町が賦課徴収することとさ

れている徴収金に係る滞納事案のうち、構成団体から広域連合が引き受けた事案に係

る滞納処分及びこれに関連する事務 

(2)から(4)まで 【略】 (2)から(4)まで 

  

附 則 

 この規約は、令和７年６月１日から施行する。 

 

 

 

 



議案第２号関係資料 

- 1 - 

 

 

 

 


